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令和元年6月10日

林弘法律事務所

弁護士山中理司様

最高裁判所事務総長今崎幸

司法行政文書開示通知書

令和元年5月9日付け（同月10日受付，最高裁秘書第2513号）で申出のあ

りました司法行政文書の開示について，下記のとおり開示することとしましたので

通知します。

記

開示する司法行政文書の名称等

平成27年3月26日付け行政局第一課長事務連絡（片面で4枚）

開示の実施方法

写しの送付

1

2

担当課秘書課（文書室）電話03 （3264） 5652 （直通）



（訟ろ－10）

平成27年3月26日

東京高等裁判所事務局長殿

東京地方裁判所事務局長殿

最高裁判所事務総局行政局第一課長品田幸男

事務連絡

行政事件等については，本日付け当職書簡に,より，報告対象事件等を定めてお知

らせしているところですが， これとは別に，私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律（以下「独占禁止法」 という。 ）に係る事件については，当分の間，下

記のとおり報告していただきますよう， よろしくお取り計らいください。

記

1 報告対象事件

次に掲げる事件について，第一審事件又は上訴事件を受理したときは，受理報

告をする。

（1） 平成25年法律第100号による改正前の独占禁止法に係る事件

ア公正取引委員会の審決に対する取消訴訟事件

一ンr同法25条に基づく-損害賠償請求事件 一 一一一 一一一 一一一

（2）平成25年法律第100号による改正後の独占禁止法に係る事件

ア排除措置命令，納付命令及び競争回復措置命令並びに同法第8章第2節の

規定による決定に係る抗告訴訟事件

イ同法70条の4第1項, 70条の5第1項及び第2項," 97条並びに98

条に規定する事件

ウ同法25条に基づく損害賠償請求事件



2報告方法

（1） 1の(1)のア， イの場合は，別紙様式第1により作成した受理報告シートの電

子データをメールで送信する。

(2)1の(2)のアの場合は，訴状，請求の追加的併合申立書（立件されたときに限

る。 ） ，訴えの変更申立書（報告対象外事件が当該申立書によって報告対象事

件になったときに限る。 ）又は控訴状の写しをA4用紙1枚につき2頁分をコ

ピー(2inlコピー）して送付する。

なお，閲覧制限決定がある部分は除く。

（3） 1の(2)のイの場合は， 申立書又は抗告状（いずれの場合も，各書面に関する

立件指示書及び差戻し，移送又は回付に係る事件記録送付書を含む。 ）の写し

を送付する。

なお，閲覧制限決定がある部分は除く。

（4） 1の(2)のウの場合は，別紙様式第2により作成した受理報告シートの電子デ

ータをメールで送信する。

3報告先

報告先は，行政局第一課事件係とする。

4報告期限等

報告事由（事件の受理）が生じた翌月20日 （7月に報告事由が生じたものに

ついては， 9月5日）までに報告する。報告対象事件がない場合は，その旨をメ

ールにより連絡する。

なお，東京地方裁判所による報告は，東京高等裁判所の経由を要しない。

I



(別紙様式第1） 受理報告シート【独禁事件用】

(庁名） 東京高等裁判所

一

※1私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律25条に基づく損害賠償事件を報告する。

※2 「有｣の場合には,事件番号を記載する。
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:の種類 庁名 事件番号 受理年月日 原告数 原告の所在地 関連雲
一

写 』

幻

卜
●
Ｐ
ロ

二の有無(※2）

厄独禁行訴事件

r独禁民訴事件(※1）
東京高裁

ノ

平成27隼(行ケ)第○○○号 H27.4.3 3名 』

東京都○○区

埼玉県○○市

千葉県○○市

有

東京高裁平成26年(○)第○○○号

「独禁行訴事件

r独禁民訴事件(※1）

r独禁行訴事件

r独禁民訴事件(※1）

「独禁行訴事件

r独禁民訴事件(※1）

r独禁行訴事件

r独禁民訴事件(※1）

『独禁行訴事件

r独禁民訴事件(※1）

r独禁行訴事件

「独禁民訴事件(※1）
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(別紙様式第2） 受理報告シート【独禁民訴事件用】(※1）

(庁名） 東京○○裁判所

※1私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律25条に基づく損害賠償事件を報告する。

※2 「有｣の場合には,庁名,事件番号を記載する｡なお,原審がある場合は,原審事件番号も記載する。 ．

※3,※4控訴審の場合は, 「原告｣を｢第一審原告｣と読み替える｡ただし,第一審原告中,第一審が確定した者は含めない。

程 ¥‘ Z量番号 受理年月日 原告数(※3） 原告の所在地(※4） 関連事件の有無(※2）

平成27年(○)第○○○号 H27.4.3 3名

東京都○○区

埼玉県○○市

千葉県○○市

有

東京○裁平成27年(○)第○○○号

｡

｡


